
埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 県は、介護ロボットを導入する際の経費の一部を助成することにより、介護ロ

ボットの使用による介護従事者の負担の軽減を図るとともに、介護ロボットの普及に

よる働きやすい職場環境の整備を図り、介護従事者の確保及び定着に資するため、介

護サービス事業者に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において「介護サービス事業」とは、介護保険法（平成９年１２月１

７日法律第１２３号 以下「法」という。）第８条第１項に規定する居宅サービス（福

祉用具貸与及び特定福祉用具販売を除く。）、同条第１４項に規定する地域密着型サ

ービス、同条第２６項に規定する施設サービス、介護サービスの基盤強化のための介

護保険法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第７２号）第４条の規定による改

正後の健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０

条の２第１項の規定により、なおその効力を有するものとされた改正前の法第８条第

２６項に規定する介護療養型医療施設、法第８条の２第１項に規定する介護予防サー

ビス（介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を除く。）、法第８条の

２第１２項に規定する地域密着型介護予防サービス、法第４２条第１項第２号に規定

する基準該当居宅サービス、法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サ

ービスを行う事業をいう。 

２ この要綱において「介護サービス事業者」とは、介護サービス事業を行う者をいう。 

３ この要綱において「介護従事者」とは、介護サービス事業に従事し要援護者に対す

る介護を行う者をいう。 

４ この要綱において「介護ロボット」とは、次の（１）から（３）の全ての要件を満

たす介護ロボットをいう。 

（１）目的要件 

  日常生活支援における①移乗介護、②移動支援、③排泄支援、④見守り・コミュニ

ケーション、⑤入浴支援、⑥介護業務支援のいずれかの場面において使用され、介護

従事者の負担軽減効果のある介護ロボットであること。 

（２）技術的要件 

    次のいずれかの要件を満たす介護ロボットであること。 

    ア ロボット技術（センサー等により外界や自己の状況を認識し、これによって得

られた情報を解析し、その結果に応じた動作を行う技術をいう。）を活用して、

従来の機器ではできなかった優位性を発揮する介護ロボット 



    イ 経済産業省が行う「ロボット介護機器開発・導入促進事業」（平成３０年度か

らは「ロボット介護機器開発・標準化事業」）において採択された介護ロボット 

（３）市場的要件 

    販売価格が公表されており、一般に購入できる状態にあること。 

５ この要綱において「介護ロボット導入計画」とは、導入後３年間の達成すべき目標、

導入すべき機種、期待される効果等の項目が記載された計画で、実際の活用モデルを

示すことでほかの介護施設等の参考となるべきものをいう。 

 

 （補助の対象） 

第３条 この補助金は、医療介護提供体制改革推進交付金及び地域介護対策支援臨時特

例交付金により造成された基金を活用して行う次の事業を補助の対象とする。 

（１）介護ロボット普及促進事業 

  介護ロボットの使用による介護従事者の負担の軽減を図るとともに、介護ロボット

の普及による働きやすい職場環境の整備を図るため、介護ロボットを購入またはレン

タルする際に必要な経費について、その一部を県が民間事業者に予算の範囲内で補助

する事業。     

（２）介護ロボット効果実証導入促進事業 

  別に定める「介護ロボット効果実証導入促進事業実施要綱」（以下「実施要綱」と

いう）に基づき、モデル施設として選定された施設に対し、介護ロボットを購入又は

レンタルする際に必要な経費の一部を県が予算の範囲内で補助する事業。 

２ 補助金の交付の対象となる経費は、第２条第４項で定めた介護ロボットの購入、

リース又はレンタル契約に係る費用及び初期設定に要する費用とする。ただし、次

に該当する介護ロボットに係る費用は、補助の対象外とする。 

（１）交付決定前に購入、リース又はレンタル契約を締結したもの 

（２）本事業と同趣旨の事業による補助金の交付を受けているもの又は受けることを予 

  定しているもの 

 

 （補助額等） 

第４条 前条の経費に対する補助額は、次により算出された額とする。 

（１）１機器につき当該所要経費の２分の１又は３０万円のいずれか低い額とする。

ただし、算出された額に１，０００円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨て

るものとする。 

（２）複数の分割可能な部分で構成される介護ロボットについては、当該介護ロボット

としての最低限の機能を有するまとまりをもって１機器とする。 

（３）１回当たりの限度台数は、次のとおりとする。 

   

 



  ア 介護ロボット普及促進事業 

    施設・居宅系サービスは利用定員数を１０で除した数又は３台のいずれか少な  

   い方とし、在宅系サービスは利用定員数を２０で除した数又は３台のいずれか少 

   ない方とし、１台未満は切り上げるものとする。 

  イ 介護ロボット効果実証導入促進事業 

    利用定員数を１０で除した数とする。 

（４）介護ロボット導入計画一計画につき、一回の補助とする。 

（５）リース又はレンタルの場合は、当該年度分のリース又はレンタル料及び初期設定

に要する費用の総額を限度とする。 

（６）次に掲げる費用については、交付の対象としないものとする。 

  ア 消費税及び地方消費税 

  イ 機器の内蔵ソフトの更新費用 

  ウ 機器のメンテナンス費用 

  エ インターネット回線使用料等の通信費 

  オ インターネット接続のためのルーター等の通信機器費用 

  カ その他当該事業として適当とは認められない費用 

 

（補助対象者） 

第５条 次に掲げる事業者を補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）

とする。 

（１）介護ロボット普及促進事業 

   介護保険法に基づく指定又は許可を受けた埼玉県内に所在する介護サービス事業  

  者 

（２）介護ロボット効果実証導入促進事業 

   埼玉県内で次に掲げる施設を運営する介護サービス事業者 

  ア 特別養護老人ホーム（定員３０名以上） 

  イ 介護老人保健施設   

  

（申請書の様式等） 

第６条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 申請書の記載事項は、様式第１号に記載のとおりとする。 

３ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しな

い。 

４ 規則第４条第２項第５号に掲げる知事が定める事項に係る添付書類は、次のとお

りとする。 

（１）経費所要額調書（様式第１号別紙１－２） 

（２）見積書の写し 



（３）導入する介護ロボットのカタログ等 

（４）事業所の利用定員数が分かる書類 

 （交付決定通知書の様式等） 

第７条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 （交付の条件） 

第８条 この補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、あらかじめ様式第３

号により知事に申請し、その承認を受けること。 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ様式第４号により知事に申

請し、その承認を受けること。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、

速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４）補助対象者は、介護ロボット導入後原則として３年間、介護ロボット導入計画

に基づいて導入した介護ロボットによって得られた効果に関するデータを客観的

な指標に基づいて記録し、様式第５号により毎年４月末日までに報告すること。た

だし、報告期限の時点で導入後６月を経過しておらず、効果検証等ができないもの

については、その旨を知事に報告すること。 

（５）同条に定めるもののほか、介護ロボット効果実証導入促進事業において補助金

の交付を受ける場合は、同事業実施要綱に定める取組を誠実に実施しなければなら

ない。 

 （交付の方法） 

第９条 県は、交付額の確定後に精算払により補助金を交付する。 

  ただし、介護ロボット効果実証導入促進事業による補助金は概算払いで交付でき 

 るものとする。 

（状況報告） 

第１０条 補助対象者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行の状況につい

て、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 （実績報告書の様式等） 

第１１条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第６号のとおりとし、その提出

部数は１部とする。 

２ 前項の実績報告書は、事業完了の日から３０日を経過した日又は補助金の交付を

受けようとする日の属する年度の末日のいずれか早い日までに知事に提出しなけれ

ばならない。 

３ 第１項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

（１）経費所要額精算書（別紙６－１） 

（２）補助対象事業に係る契約書等の写し 

（３）補助対象事業に係る領収書又は支払が確認できる書類の写し 



（４）導入した介護ロボットの写真 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 規則第１４条の交付確定通知書の様式は、様式第７号のとおりとする。 

２ 前項の通知書に基づく補助金の交付額の確定は、前条の規定により提出された報

告書の記載内容が適正であることを確認することをもって行う。 

 （補助金の返還） 

第１３条 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該

取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその

返還を命ずるものとする。 

２ 知事は、補助対象者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその

額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

 （財産の処分の制限） 

第１４条 規則第１９条第２号に規定する知事の定めるものは、補助対象事業により

取得した介護ロボットのうち、１台当たりの価格が３０万円以上のものとする。 

２ 規則第１９条ただし書きに規定する知事が定める期間は、「減価償却資産の耐用

年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に定める期間とし、期間を

経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄してはならない。 

（書類の整備等） 

第１５条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにし

た帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておか

なければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計年度

の翌年度から５年間保管しなければならない。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、知事

が別に定める。 

 

   

 

 

 

 

 

 



   附  則 

 この要綱は、平成２８年１１月１０日から施行する。 

   附  則 

 この要綱は、平成２９年７月２５日から施行する。 

   附  則 

 この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。 

   附  則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第６条関係） 

 

埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金交付申請書 

 

 

  年  月  日  

 

 

（宛先） 

 埼玉県知事 

 

                  (申 請 者 ) 

                  所 在 地 

 

                  名 称 

 

                  代 表 者 

                  役職・氏名            印 

 

 

 下記により埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金の交付を受けたいので、補助

金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額  金         円 

 

２ 事業計画   別紙１－１のとおり 

 

３ 添付書類 

（１）経費所要額調書（様式第１号別紙１－２） 

（２）見積書の写し 

（３）導入する介護ロボットのカタログ等 

（４）事業所の利用定員数が分かる書類 

 

 

 



様式第２号（第７条関係） 

 

埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金交付決定通知書 

 

第     号 

      年  月  日 

 

           様 

 

埼玉県知事            印 

 

 

 平成  年  月  日付けで申請のあった埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補

助金については、下記のとおり交付します。 

 

記 

 

１ 交付決定額  金          円 

 

２ 支払方法   精算払 

 

３ 交付の条件 

（１）事業内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、あらかじめ様式第３号

により知事に申請し、その承認を受けること。 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ様式第４号により知事に申

請し、その承認を受けること。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、

速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

（４）補助対象者は、介護ロボット導入後原則として３年間、介護ロボット導入計画

に基づいて導入した介護ロボットによって得られた効果に関するデータを客観的

な指標に基づいて記録し、様式第５号により毎年４月末日までに報告すること。た

だし、報告期限の時点で導入後６月を経過しておらず、効果検証等ができないもの

については、その旨を知事に報告すること。 

（５）同条に定めるもののほか、介護ロボット効果実証導入促進事業において補助金

の交付を受ける場合は、同事業実施要綱に定める取組を誠実に実施しなければなら

ない。 



様式第３号（第８条関係） 

 

埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金事業変更承認申請書 

 

 

  年  月  日  

 

 

（宛先） 

 埼玉県知事 

 

                  (申 請 者 ) 

                  所 在 地 

 

                  名 称 

 

                  代 表 者 

                  役職・氏名             印 

 

 

平成  年  月  日付     第     号で交付決定を受けた埼玉県介護ロボッ

ト普及促進事業費等補助金について、事業の変更の承認を受けたいので埼玉県介護ロボ

ット普及促進事業費等補助金交付要綱第８条の規定に基づき下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 既交付決定額      金         円 

 

２ 変更後交付申請額    金         円 

 

３ 変更後事業計画書 様式第１号別紙１－１のとおり 

 

４ 添付書類 

（１）経費所要額調書（様式第１号別紙１－２） 

（２）見積書の写し 

（３）導入する介護ロボットのカタログ等 

（４）事業所の利用定員数が分かる書類 

 



様式第４号（第８条関係） 

 

埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

  年  月  日  

 

 

（宛先） 

 埼玉県知事 

 

                  (申 請 者 ) 

                  所 在 地 

 

                  名 称 

 

                  代 表 者  

                  役職・氏名            印 

 

 

平成  年  月  日付     第     号で交付決定を受けた埼玉県介護ロボッ

ト普及促進事業費等補助金について、事業の中止（廃止）の承認を受けたいので埼玉県

介護ロボット普及促進事業費等補助金交付要綱第８条の規定に基づき下記のとおり申請

します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

 

 

２ 中止（廃止）の時期 

 

 

 

 

 



様式第５号（第８条関係） 

 
介護ロボット使用状況報告書 

 

                                                           年  月  日 

                                          報告担当者職・氏名           

                                           報告担当者連絡先            

 

法人名 介護サービス事業所名 介護サービスの種別 

 

 

 

 

 

 

介護ロボットの種別 介護ロボットの製品名 

 

 

 

 

   介護ロボット導入時期      導入台（セット）数  

   平成  年  月  日  

【介護ロボットの使用状況（使用する業務・使用頻度等）】 

  ※日々の利用状況等が確認できる日誌等を活用して、具体的に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

【介護ロボットの導入効果（導入による業務改善状況等）】 

 ※導入によって得られた効果に関するデータを客観的な評価指標に基づいて示すこと。  

例）介護時間の短縮、直接・間接負担の軽減効果、介護従事者（利用者）の満足度等、日々の利用状況

が確認できる日誌等を用いるなど他の介護施設等の参考となるべき内容 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第６号（第１１条関係） 

 

埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金事業実績報告書 

 

 

  年  月  日  

 

（宛先） 

 埼玉県知事 

 

                  (申 請 者 )  

                  所 在 地 

 

                  名 称 

 

                  代 表 者 

                  役職・氏名             印 

 

 

 平成  年  月  日付けで交付決定を受けた埼玉県介護ロボット普及促進事業費

等補助金事業が完了したので、補助金の交付手続等に関する規則第１３条の規定により、

関係書類を添え、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 交付申請額    金        円 

 

２ 実 績 額    金        円 

 

３ 添付書類 

（１）経費所要額精算書（別紙６－１） 

（２）補助対象事業に係る契約書等の写し 

（３）補助対象事業に係る領収書又は支払が確認できる書類の写し 

（４）導入した介護ロボットの写真 

 

 

 



様式第７号（第１２条関係） 

 

 

埼玉県介護ロボット普及促進事業費等補助金交付確定通知書 

 

                             第     号 

      年  月  日 

 

 

           様 

 

 

埼玉県知事            印 

 

 

 平成  年  月  日付け  第   号で交付決定をした埼玉県ロボット普及促

進事業費等補助金については、平成  年  月  日付け実績報告に基づき、下記の

とおり確定します。 

 ついては、請求書（別紙７－１）を平成  年  月  日までに提出してください。 

 

記 

 

１ 交付確定額  金          円 

 

２ 交付決定額  金          円 

 

３ 差引過不足額 金          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙７－１（様式第７号関係） 

請 求 書 
 

  年  月  日  

 

（宛先） 

 埼玉県知事 

 

                (申 請 者 ) 

                                所 在 地 

 

                名 称 

 

                                代 表 者 

                                役職・氏名             印 

 

 

 平成  年  月  日付け  第   号で確定の通知を受けた埼玉県介護ロボッ

ト普及促進事業費等補助金事業について、下記の金額を支払われたく請求します。 

 

記 

 

請求額（交付確定額）   金           円 

 

  振込先 

口座名義  

カナ名義  

金融機関名 

及び支店名 

銀 行  

信用金庫 

農 協  

支 店 

出張所 

支 所 

口座種目 

及び口座番号 

普通 

当座 

 

 


